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令和元年度社会福祉法人指導監査の実施状況 

 

法人名・施設名 社会福祉法人鳥取こども学園 

監査の種類 社会福祉法人指導監査 

監査実施日 令和２年１月２３日・２４日 

実地・書面の別 実地 

監査担当課 鳥取県福祉保健部 ささえあい福祉局 福祉監査指導課 

 

（総評） 

・前回指摘事項について、改善されていない事項が多数あるので、早急に改善する

こと。 

・会計面について、財務会計に関する内部統制の向上に対する支援又は財務会計に

関する事務処理体制の向上に対する支援について、専門家（公認会計士、監査法

人、税理士又は税理士法人）を活用することが望ましい。 

 

文書指摘事項 是正・改善状況報告 

１ 定款第 36 条に現在実施していない公

益事業が規定されていた（地域若者サポ

ートステーション事業）。また、定款第

28 条に管理棟の増築部分が基本財産と

して規定されていなかった。 

ついては、定款に記載された内容と事

実が相違しないよう、定款第 39 条の規

定に基づき、速やかに定款変更の手続を

行うこと。 

なお、本件については、前回も同様の

指摘をしており、必ず改善すること。 

おって、定款変更認可申請書について

は貴法人から令和２年３月３日に提出

されているが、書類等に不備があるため

受理していないことを申し添える。 

（法第 31条第１項、定款第 28 条、第

36 条及び第 39条） 

改めて、申請書類の確認をして、６月

理事会における決議、定時評議員会にお

ける決議後に申請する。 

２ 評議員の候補者について、暴力団員等

の反社会的勢力の者でないか、確認を行

っていなかった。また、役員等候補者確

認書の欠格事由の根拠法令が誤ってい

た。 

ついては、役員等候補者確認書を修正

の上、評議員の候補者本人から事前に書

面で徴し、欠格事由に該当しないか、選

任の要件に該当するか等の確認を行う

こと。 

なお、本件については、前回も同様の

指摘をしており、必ず改善すること。 

（法第 40条第１項、審査基準第３の１

（５）、（６）） 

辞任に伴う補充の評議員について、履

歴書、役員等候補者確認書、就任承諾書

は徴していたが、このうち役員等候補者

確認書は理事用の旧様式を誤って使用

したため、根拠法令のずれと確認項目の

漏れが生じた。 

令和２年１月 27 日に評議員用の役員

等候補者確認書の差替を依頼し２月 10

日受領し是正した。 
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３ 評議員について、評議員会を全て欠席

している者が見られた。 

ついては、事務局は出席が可能なよう

に日程調整を行うとともに、調整を経て

もなお欠席が続く場合は、評議員の改選

について検討すること。 

なお、本件については、前回も同様の

指摘をしており、必ず改善すること。 

（審査基準第３の１（３）） 

平成 30 年度の欠席者２名は令和元年

度は出席していただいた。 

今後も引き続き日程調整に努めると

ともに、改選については今後の検討課題

とする。 

４ 理事会における評議員会の開催の決

議等について、次のような状況が見受け

られた。 

① 開催の決議を行う前に各評議員に

対して招集の通知をしていた。 

② 評議員会の開催場所を決議してい

なかった。 

③ 事前に決議されていない事項を評

議員会の開催の通知に記載し、実

際に決議していた。 

④ 理事及び監事の候補者選任に当た

って、決議事項ではなく、その他

の事項としていた。 

ついては、評議員会の日時、場所、評

議員会の目的である事項等を理事会で

決議の上、評議員会の日の１週間前まで

に各評議員に対して、招集の通知をする

こと。 

なお、本件については、過去も同様の

指摘をしており、必ず改善すること。 

（法第45条の９第10項により準用され

る一般法人法第 181 条及び第 182 条、規

則第２条の 12） 

① 評議員会の開催に当たっては、事前

に各評議員へ開催日調整を行ってお

り、理事会議案と通知日まで考えが

及ばなかったもの。 

② 場所の提案が漏れていたもの。 

③ 決議を事業計画及び予算としていた

が、後で議決事項ではないことが分

かり、急遽定款変更に差替え決議を

行ったもの。 

④ 理事及び監事を一括して留任すると

して提案予定と報告し、決議事項に

していなかったもの。 

いずれも、理事会、評議員会の開催の

流れ及び議決事項の理解不足であり、計

画的な運営を心掛け改善に努める。 

５ 理事会が監事の選任に関する議案を

評議員会に提出するに当たり、在任監事

の過半数の同意を得ていたことを確認

できなかった。 

ついては、理事会が監事の選任に関す

る議案を評議員会に提出するに当たっ

ては、監事が理事の職務の執行を監査す

る立場にあることに鑑み、その独立性を

確保するため、在任する監事の過半数の

同意を得なければならないことから、同

意書又は理事会の議事録への記載によ

り同意の事実を残しておくこと。 

（法第 43条第３項により準用される一

般法人法第 72 条第１項） 

（４④と同じく）留任するとして提案予

定と報告し、就任承諾書を徴取していた

が、決議事項にしていなかったもの。 

次回の令和３年６月改選時は議事録

への記載により同意の事実を残す。 
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６ 監事について、理事会を２回続けて欠

席している者が見られた。 

ついては、監事の役割の重要性に鑑み

れば、実際に理事会に参加できない者は

名目的、慣例的に選任されたとみなされ

不適当であるので、事務局は出席が可能

なように日程調整を行うとともに、調整

を経てもなお欠席が続く場合は、監事の

改選について検討すること。 

なお、本件については、前回も同様の

指摘をしており、必ず改善すること。 

（法第45条の18第３項により準用され

る一般法人法第 100 条から第 102 条ま

で） 

理事会他年間スケジュールはあらか

じめ確認しているが、開催前に出席確認

を行い、欠席することのないよう日程調

整に努める。 

７ 理事長は、毎会計年度に４箇月を超え

る間隔で２回以上、自己の職務の執行の

状況を理事会に報告しなければならな

いにもかかわらず、報告していなかっ

た。 

ついては、定款第 17 条第３項の規定

に基づき、理事長は、毎会計年度に４箇

月を超える間隔で２回以上、自己の職務

の執行の状況を理事会に報告すること。 

なお、この報告については、法第 45

条の 14 第９項により準用される一般法

人法第 98 条に規定する理事会への報告

の省略は適用されないので、必ず実際に

開催して報告すること。 

おって、本件については、前回も同様

の指摘をしており、必ず改善すること。 

（法第 45条の 16 第３項、定款第 17 条

第３項） 

平成 30 年度１回、令和元年度は４箇

月を超える間隔で２回報告した。 

８ 定款細則第８条（理事長専決事項）に

規定されていない事項について、理事長

が専決しているものが見受けられた。 

 ついては、理事長は、定款細則第８条

の規定に基づいて専決を行うとともに、

理事長専決事項を除く事項については

理事会の承認を得ること。 

 なお、本件については、前回も同様の

指摘をしており、必ず改善すること。 

（定款細則第８条） 

モデル規程を参考に作成しており実

態と齟齬があったため、法人内で検討し

令和２年６月９日理事会で改正を提案

し決議した。 

９ 理事長の変更（重任）登記を行ってい

なかった（変更日：令和元年６月 18 日）。 

ついては、組合等登記令（昭和 39 年

３月 23 日政令第 29 号）第３条第１項の

規定に基づき、変更から２週間以内に登

記を行うこと。 

令和２年１月 28 日司法書士へ依頼

し、２月４日付けで登記完了した。 
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（組合等登記令第３条第１項、法第 29

条） 

10 児童心理治療施設拠点区分の寄附金

について、借入金の元金償還に充てるも

のと指定されているにもかかわらず、第

２号基本金へ組み入れされていなかっ

た。 

ついては、借入金の元金償還に充てる

ものと指定されている寄附金について

は、第２号基本金へ組み入れすること。 

なお、本件については、前回も同様の

指摘をしており、必ず改善すること。 

（会計省令第６条第１項、運用上の取扱

い 11、留意事項 14） 

過去の年度に遡って調査し、令和元年

度で未計上分を組み入れた。 

11 現金の取扱いについて、毎日の金銭残

高の照合及び確認が行われていなかっ

たため、乳児院拠点区分の現金出納帳の

帳簿残高と金銭残高が一致していない

日があった。また、収入後５営業日以内

に金融機関に預け入れされていないも

のが見受けられた。 

ついては、現金の取扱いについて、出

納職員は現金出納帳及び小口現金出納

帳により、毎日の現金出納終了後、金銭

残高と帳簿残高と照合し、会計責任者へ

報告すること。また、報告を受けた会計

責任者はその事実の内容を確認するこ

と。加えて、収入した金銭については、

収入後５営業日以内に金融機関に預け

入れること。 

なお、本件については、前回も同様の

指摘をしており、必ず改善すること。 

（経理規程第 24条及び第 30 条） 

現金出納終了後に金銭残高と帳簿残

高を照合し会計責任者に報告している

が、記入漏れがあり書き直しをした際の

転記誤りが原因であったもので、複数で

確認するよう改善する。 

また、金融機関への預け入れも速やか

に行うよう改善する。 

12 貸借対照表について、権利が０円にな

るまで減価償却されていなかった。ま

た、固定資産管理台帳には、資産の種類

は権利ではなくソフトウエアと記載さ

れていた。 

ついては、権利等の無形固定資産は、

残存価額をゼロとして全額を減価償却

すること。また、資産の種類がソフトウ

エアであれば、ソフトウエアの科目を使

用すること。 

（留意事項 17（２）ウ及び勘定科目説

明（別添３）、経理規程第 55 条第３項） 

令和元年度で権利勘定を整理した。除

却は令和２年度に行う予定である。 

13 診療所拠点区分の拠点区分貸借対照

表について、理事から借入れた１年以内

に返済予定の長期借入金が１年以内返

令和元年度において、１年以内返済予

定役員等長期借入金に計上した。 
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済予定長期運営資金借入金の科目で計

上されていた。 

ついては、役員等からの借入金で貸借

対照表日の翌日から起算して１年以内

に支払の期限が到来するものは、１年以

内返済予定役員等長期借入金に計上す

ること。 

なお、本件については、前回も同様の

指摘をしており、必ず改善すること。 

（留意事項 勘定科目説明（別添３）） 

14 計算書類の附属明細書について、次の

ような状況が見受けられた。 

① 借入金明細書について、役員等か

らの長期借入金があるにもかかわ

らず、役員等長期借入金の区分が

新設されていなかった。 

② 国庫補助金等特別積立金明細書に

ついて、前期繰越額が貸借対照表

の前年度末の金額と一致していな

かった。また、各拠点区分の内訳

が記載されていなかった。 

③ 積立金・積立資産明細書について、

退職給付引当金に対応して退職給

付引当資産を積み立てているにも

かかわらず、摘要欄にその旨が記

載されていなかった。 

ついては、附属明細書の作成につい

て、計算書類との整合性を図ること。 

（運用上の取扱い 25） 

① 区分を新設した。 

② 前期繰越額等を確認し、拠点区分内

訳も作成した。 

③ 摘要欄に「退職給付引当金対応」の

記載をした。 

 

15 １件当たりのリース料総額が 300 万

円を超えるファイナンス・リース取引に

ついて、通常の売買取引に係る方法に準

じた会計処理を行っていなかった。 

ついては、ファイナンス・リース取引

については、原則として、通常の売買取

引に係る方法に準じた会計処理を行う

こと。 

（運用上の取扱い８、経理規程第 49 条） 

対象となっている物件を調査し、遡っ

て固定資産登録及び減価償却を行い、令

和元年度に計上した。 

16 事業区分間及び拠点区分間における

内部貸借取引の残高で、立替金、未収金、

事業未収金及びその他の未払金等に含

まれていたものが相殺消去されていな

かった（児童養護施設拠点区分、保育所

拠点区分、児童心理治療施設拠点区分）。 

ついては、当該残高は、貸借対照表内

訳表及び事業区分貸借対照表内訳表に

おいて相殺消去すること。 

なお、社会福祉施設における運営費

保育所拠点区分において例年加算分

運営費の精算が年度をまたぐ未収金と

なっており、また運営資金も厳しい状況

のため拠点間の年度内精算が出来ない

状況が続いている。 

現在、経営改善に向けた取組を行って

おり、経営安定の折に是正する。 
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（措置費）の取扱いについて、同一法人

内における各サービス区分、各拠点区分

及び各事業区分への資金の貸借につい

ては、当該法人の経営上やむを得ない場

合に、当該年度内に限って認められるも

のであるので留意すること。 

（運用上の取扱い４、留意事項 23、運

営費局長通知５（２）） 

   

 


